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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第30期連結会計年度より連結財務諸表を、第31期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成してい 

 るため、それ以前については記載しておりません。 

３ 従業員の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

第一部 【企業情報】

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期

会計期間

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  ７月１日 
至 平成18年 
  12月31日

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

売上高 (千円) ― ― 3,331,459 ― 6,609,955

経常利益 (千円) ― ― 279,043 ― 673,216

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 145,780 ― 383,442

純資産額 (千円) ― ― 2,861,324 ― 2,742,555

総資産額 (千円) ― ― 4,214,371 ― 5,081,625

１株当たり純資産額 (円) ― ― 80,689.53 ― 78,982.00

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 4,160.62 ― 11,042.65

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 3,961.07 ― 10,326.77

自己資本比率 (％) ― ― 67.6 ― 54.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △10,293 ― 615,323

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △248,205 ― △47,973

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △175,228 ― △48,388

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,693,564 ― 2,125,916

従業員数 
〔ほか、平均臨時雇用
者数〕

(名) ― ― 188 ― 110

〔137〕 〔89〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

３ 第29期の１株当たり配当額2,250円は上場記念配当500円、特別配当750円を含んでおります。 

４ 第29期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株予約権の残高があります  

  が、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

５ 当社は、平成17年２月19日付で普通株式50株を１株に併合しており、平成17年12月20日付で普通株式１株 

  を２株に分割しております。 

６ 第30期より連結財務諸表を、第31期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、持分法を

適用した場合の投資利益、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務

活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の期末残高については記載しておりません。 

７ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

  

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期

会計期間

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  ７月１日 
至 平成18年 
  12月31日

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

売上高 (千円) 2,234,115 3,013,957 2,870,524 4,441,100 6,609,955

経常利益 (千円) 219,523 374,375 218,857 465,860 650,201

中間(当期)純利益 (千円) 115,335 213,277 130,856 261,693 364,527

持分法を適用した場合 
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 625,117 832,742 850,500 832,742 832,742

発行済株式総数 (株) 813,045 34,723.8 35,289.8 17,361.9 34,723.8

純資産額 (千円) 1,791,694 2,573,315 2,813,625 2,418,102 2,724,550

総資産額 (千円) 2,720,774 4,240,018 3,971,476 3,441,845 5,068,315

１株当たり純資産額 (円) 2,203.68 74,108.11 79,729.13 138,182.00 78,463.49

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 143.79 6,142.11 3,734.70 14,937.07 10,497.92

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益

(円) ― 5,938.42 3,555.52 14,144.44 9,817.35

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 2,250.00 2,250.00

自己資本比率 (％) 65.9 60.7 70.8 70.3 53.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 170,506 207,466 ― 507,331 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 7,425 △75,439 ― △5,179 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 10,792 △48,210 ― 454,956 ―

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 837,516 1,692,472 ― 1,606,826 ―

従業員数 
〔ほか、平均臨時雇用 
者数〕

(名)
99

〔68〕
112

〔79〕
105

〔107〕
104

〔64〕
107

〔89〕



２ 【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の 

  内容に重要な変更はありません。 

   なお、主要な関係会社の異動は、「第１ 企業の概況 ３．関係会社の状況」に記載のとお 

  りであります。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となっております。 

 
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 従業員数が前連結会計末に比べ78名増加しましたのは、㈱日本エンジニアリングシステムが新たに連結子会

社になった事によるものであります。     

(2) 提出会社の状況 

平成18年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有
割合

関係内容

㈱日本エンジニアリングシステム 東京都新宿区 50百万円
組込み型ソフトウェア
の受託開発およびシス
テム開発等の人材派遣

95.0％ 役員の兼務あり

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

電子機器事業 51〔 9〕

モバイル・ユビキタス事業 124〔124〕

全社共通 13〔 4〕

合計 188〔137〕

従業員数（名）
105〔107〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との比較は行って

おりません。 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国景気の先行き不透明感に加え、原油や原材料の高

騰による景気への影響が懸念されましたが、企業の設備投資の増加や個人消費の緩やかな回復な

ど、全体的には回復基調で推移しました。当社の電子機器事業が属するエレクトロニクス業界にお

いては、各メーカーに差があるものの回復傾向が見られますが、今後の見通しとしては、薄型テレ

ビを代表としたデジタル家電の価格競争が激化していることを受けて収益の悪化が懸念されていま

す。一方、モバイル・ユビキタス事業が属する情報通信業界においては、Web2.0が示すように、旧

来のビジネスモデルをインターネット上に置き換えるのではなく、多くのユーザーが発信する情報

を集大成した「集合知」を利用した新たなビジネスモデルが注目を集めております。

このような状況下にあって、当社は企業として来るべき未来社会にどのような役割を果たしうる

か、また果たすべきかを考え、そのために必要となる事業を創造する「技術開発型ベンチャー」を

目指し、「技術と顧客志向」をキーワードにユビキタス時代のより利用者の生活に密着した新しい

技術・製品の創造に努め、コスト削減、プロジェクト管理を徹底し、高収益化を進めてきました。

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は3,331百万円、営業利益は252百万円、経常利益

は279百万円、中間純利益は145百万円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（電子機器事業） 

 電子機器事業はバイオメトリクス（生体認証）を活用したセンシングモジュールの受注が好調だ

った事や、受託開発から自社製品開発の提案型ビジネスへのシフトも着実に進んでおり、売上高は

2,077百万円、営業利益は163百万円となりました。今後は自社開発したフルスペックハイビジョン

の映像エンジンモジュール「UBIRIS（ユビリス）」も売上利益に寄与していきます。また、

「Net UBIRIS（ネットユビリス）」のリリースによる営業活動も強化していきます。今後の課題と

しましては増産に対応すべく部材のリードタイム短縮と調達効率の向上に力を入れ、ジャストイン

タイムな生産に向けた体制の再構築を行ってまいります。

（モバイル・ユビキタス事業） 

 モバイル・ユビキタス事業は引き続き携帯電話評価業務の受注が堅調に推移し、㈱日本エンジニ

アリングシステムも新たに連結子会社として加わったものの、WiMAX支援事業の計画の遅れが影響

し、売上高は1,256百万円、営業利益は283百万円となりました。WiMAX支援事業の拡販については、

来期以降の見通しとなるものの今後の総務省の動向にあわせた潜在顧客の動きをいち早く捉え確実

な受注が行えるよう、顧客との継続的かつ緊密な関係性を構築してまいります。また、当社ユビキ

タス研究所にて進めて参りました、センサーネットワーク関連の技術開発成果を、当期の第3四半期

よりWeb2.0に基づく新サービス、新商品化へと事業化を図る予定でおり、来期以降の新たな事業化

への施策も推し進めております。



所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①日本 

国内の売上高は3,326百万円、営業利益は339百万円となりました。 

②アジア 

アジアの売上高は812百万円、営業利益は114百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 
  

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前中間

純利益は271百万円、法人税等の支払い、子会社株式の取得、有形固定資産の取得に伴う資金の減少

493百万円により、当中間連結会計期間末は、1,693百万円となりました。  

また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は10百万円となりました。これは税金等調整前中間純利益が271百万

円、売上債権の減少786百万円があったものの、仕入債務の減少818百万円、法人税等の支払いによ

り資金の減少276百万円があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は248百万円となりました。これは主に子会社株式の取得及び投資有

価証券の取得による資金の減少220百万円とパソコン等の有形固定資産の取得による資金の減少26百

万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は175百万円となりました。これは主に短期借入金の返済による資金

の減少130百万円によるものであります。



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との比較は行って

おりません。 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 金額は、原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 
   ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 
  

  

事業の種類別セグメント 生産高(千円)

電子機器事業 1,828,956

モバイル・ユビキタス事業 846,918

合計 2,675,875

事業の種類別セグメント 受注高(千円) 受注残高(千円)

電子機器事業 2,356,770 732,889

モバイル・ユビキタス事業 1,491,233 355,012

合計 3,848,004 1,087,901

事業の種類別セグメント 販売高(千円)

電子機器事業 2,077,119

モバイル・ユビキタス事業 1,254,339

合計 3,331,459

相手先 販売高(千円) 割合(％)

フジノン㈱ 654,468 19.6

日立オムロンターミナルソリューションズ㈱ 629,228 18.9

ソフトバンクモバイル㈱ 477,358 14.3

㈱テクナート 411,036 12.3



３ 【対処すべき課題】 

 

 

 

 
４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

  

５ 【研究開発活動】 

「いつでも」「どこでも」「誰でも」簡単にネットワークに接続し利用できる社会、ユビキタス社会に

おける新市場を創生する当社の事業モデルにおいては、常に最先端かつ高度なイメージング技術、センシ

ング技術、ネットワーク技術の情報収集、研究開発を行うことが重要な要素となります。当社は、大手メ

ーカー及び大学研究機関等との共同開発のみならず当社独自の情報収集、研究開発も行っております。当

中間連結会計期間における研究開発費の総額は、25,541千円となっております。 

事業の種類別セグメントごとの研究開発活動を示すと次のとおりであります。 

(1) 電子機器事業 

電子機器事業では、オリジナル映像エンジンモジュール「ＵＢＩＲＩＳ(ユビリス)」をさらに進化させる

べく「Ｎｅｔ ＵＢＩＲＩＳ(ネットユビリス）」の開発に注力し１１月に世界最大級の専門技術展＆カ

ンファレンスである「組込み総合技術展Ｅｍｂｅｄｄｅｄ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ２００６」において、

初めて発表し１月にはアメリカ ラスベガスで開催されたＣＥＳ２００７にも出展しました。 

また前連結会計年度から引き続きオリジナルセンシングモジュールの開発も進めております。 

当中間連結会計期間における研究開発費の金額は、21,944千円となっております。 

(2) モバイル・ユビキタス事業 

モバイル・ユビキタス事業では、インターネットのさらなる発展と急速に進展するユビキタスネットワー

ク社会への変革に向けて、常に「次に求められる具体的なソリューション」に直結した研究開発を進めて

います。 

当中間連結会計期間における研究開発費の金額は、3,596千円となっております。 

  

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)「提出日現在発行数」欄には平成19年3月1日以降この半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 130,000

計 130,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月16日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 35,289.8 同左
大阪証券取引所
（ヘラクレス市場）

―

計 35,289.8 同左 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。 

①平成16年６月14日臨時株主総会決議 

 
  

中間会計期間末現在
(平成18年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日)

新株予約権の数(個) 566 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,132 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 56,450 同左

新株予約権の行使期間
自 平成17年６月14日
至 平成26年６月13日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  56,450
資本組入額  28,225

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受け
た者（以下、「対象者」
という。）が、自己都合
により辞職または退職し
た場合には、新株予約権
を行使できない。

② 対象者は、新株予約権の
行使時において、当社、
当社子会社または当社関
連会社の取締役、監査
役、従業員、その他これ
に準ずる地位にあること
を要するものとする。

③ 対象者が前述②の地位を
喪失した場合であって
も、別途定める事由に基
づく場合には、前項にか
かわらず、新株予約権を
行使することができるも
のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合に
は、取締役会の承認を要する。 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

－ －



②平成16年９月16日定時株主総会決議 

 
  

中間会計期間末現在
(平成18年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日)

新株予約権の数(個) 64 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 128 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 125,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成17年３月１日
至 平成26年９月15日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  125,000
資本組入額  62,500

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受け
た者（以下、「対象者」
という。）が、自己都合
により辞職または退職し
た場合には、新株予約権
を行使できない。

② 対象者は、新株予約権の
行使時において、当社、
当社子会社または当社関
連会社の取締役、監査
役、従業員、その他これ
に準ずる地位にあること
を要するものとする。

③ 対象者が前述②の地位を
喪失した場合であって
も、別途定める事由に基
づく場合には、前項にか
かわらず、新株予約権を
行使することができるも
のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合に
は、取締役会の承認を要する。 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

－ －



③平成16年12月１日臨時株主総会決議 

 
  

中間会計期間末現在
(平成18年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日)

新株予約権の数(個) 371 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 742 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 125,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成18年12月１日
至 平成26年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  125,000
資本組入額  62,500

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受け
た者（以下、「対象者」
という。）が、自己都合
により辞職または退職し
た場合には、新株予約権
を行使できない。

② 対象者は、新株予約権の
行使時において、当社、
当社子会社または当社関
連会社の取締役、監査
役、従業員、その他これ
に準ずる地位にあること
を要するものとする。

③ 対象者が前述②の地位を
喪失した場合であって
も、別途定める事由に基
づく場合には、前項にか
かわらず、新株予約権を
行使することができるも
のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合に
は、取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

－ －



④平成17年9月16日定時株主総会決議 

中間会計期間末現在
(平成18年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日)

新株予約権の数(個) 437 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 874 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 706,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成19年10月1日
至 平成27年9月15日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 706,000
資本組入額 353,000

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受け
た者（以下、「対象者」
という。）が、自己都合
により辞職または退職し
た場合には、新株予約権
を行使できない。

② 対象者は、新株予約権の
行使時において、当社、
当社子会社または当社関
連会社の取締役、監査
役、従業員、その他これ
に準ずる地位にあること
を要するものとする。

③ 対象者が前述②の地位を
喪失した場合であって
も、別途定める事由に基
づく場合には、前項にか
かわらず、新株予約権を
行使することができるも
のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合に
は、取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

－ －



 
 

  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 ⑤平成17年9月16日定時株主総会決議

中間会計期間末現在
(平成18年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日)

新株予約権の数(個) 151 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 151 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 760,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成19年10月1日
至 平成27年9月15日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 760,000
資本組入額 380,000

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受け
た者（以下、「対象者」
という。）が、自己都合
により辞職または退職し
た場合には、新株予約権
を行使できない。

② 対象者は、新株予約権の
行使時において、当社、
当社子会社または当社関
連会社の取締役、監査
役、従業員、その他これ
に準ずる地位にあること
を要するものとする。

③ 対象者が前述②の地位を
喪失した場合であって
も、別途定める事由に基
づく場合には、前項にか
かわらず、新株予約権を
行使することができるも
のとする。

 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合に
は、取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

－ －



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
 (注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

（5）【大株主の状況】 

  

 
(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

      日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  1,047.00株 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社         243.00株 

  資産管理サービス信託銀行株式会社             156.00株 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年７月１日～ 
平成18年12月31日(注)

566 35,289.8 17,757 850,500 17,757 564,402

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社インターネット総合研
究所

東京都新宿区西新宿１丁目26-２
新宿野村ビル11階

24,518.00 69.47

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８-11 1,047.00 2.96

荻野 司 神奈川県横浜市 650.00 1.84

松下電工株式会社 大阪府門真市門真1048 400.00 1.13

三井物産株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番12号 350.00 0.99

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 297.00 0.84

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11-３ 243.00 0.68

ドリーム 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 213.00 0.60

岩崎 泰次 静岡県静岡市駿河区 200.00 0.56

資産管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海１丁目８－12 156.00 0.44

計 ― 28,074.00 79.55



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年12月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成18年12月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式

35,289
35,289 －

端株 0.8 － －

発行済株式総数 35,289.8 － －

総株主の議決権 － 35,289 －

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 株価は大阪証券取引所 ヘラクレス市場におけるものであります。 

  

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

  

月別 平成18年7月 平成18年8月 平成18年9月 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月

最高（円） 568,000 585,000 484,000 417,000 353,000 335,000

最低（円） 390,000 422,000 376,000 331,000 237,000 248,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)は、初めて中間連結財務諸表を作

成しているため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については前中間連結会計期間との対比は行っておりませ

ん。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月

31日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)並びに当中間会計期間

(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監

査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

当中間連結会計期間末
(平成18年12月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 1 現金及び預金 1,693,564 2,125,916

 2 受取手形及び売掛金 ※1 1,341,864 1,988,180

 3 たな卸資産 342,978 505,760

 4 未収入金 236,853 31,834

 5 その他 125,512 105,869

 6 貸倒引当金 △699 －

   流動資産合計 3,740,074 88.7 4,757,560 93.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1)建物及び構築物 43,998 37,154

  減価償却累計額 △16,398 27,600 △11,180 25,974

  (2)工具器具及び備品 446,231 416,731

  減価償却累計額 △357,815 88,415 △331,957 84,774

   有形固定資産合計 116,016 2.8 110,748 2.2

 ２ 無形固定資産

  (1)のれん 68,430 －

  (2)その他 22,299 15,155

   無形固定資産合計 90,729 2.2 15,155 0.3

 ３ 投資その他の資産 267,551 6.3 198,160 3.9

   固定資産合計 474,296 11.3 324,064 6.4

   資産合計 4,214,371 100.0 5,081,625 100.0



 
  

当中間連結会計期間末
(平成18年12月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 1 支払手形及び買掛金 ※1 943,038 1,721,294

 2 短期借入金 6,120 －

 3 未払法人税等 84,508 268,030

 4 賞与引当金 5,144 －

 5 役員賞与引当金 9,500 38,000

 6 その他 200,512 223,452

   流動負債合計 1,248,823 29.6 2,250,777 44.3

Ⅱ 固定負債

 1 長期借入金 10,620 －

 2 退職給付引当金 93,602 88,121

 3 その他 － 170

   固定負債合計 104,222 2.5 88,292 1.7

   負債合計 1,353,046 32.1 2,339,070 46.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 850,500 20.2 832,742 16.4

 ２ 資本剰余金 564,402 13.4 546,644 10.8

 ３ 利益剰余金 1,431,745 34.0 1,364,093 26.8

   株主資本合計 2,846,647 67.6 2,743,480 54.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

817 0.0 △15 △0.0

 ２ 為替換算調整勘定 52 0.0 △910 △0.0

   評価・換算差額等合計 869 0.0 △925 △0.0

Ⅲ 少数株主持分 13,807 0.3 － －

   純資産合計 2,861,324 67.9 2,742,555 54.0

   負債純資産合計 4,214,371 100.0 5,081,625 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,331,459 100.0 6,609,955 100.0

Ⅱ 売上原価 2,673,715 80.3 5,322,025 80.5

   売上総利益 657,744 19.7 1,287,930 19.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 1 役員報酬 60,117 99,181

 2 給与手当 122,525 167,784

 3 賞与引当金繰入額 1,026 －

 4 退職給付費用 484 242

 5 地代家賃 25,547 45,089

 6 減価償却費 9,365 20,897

 7 支払手数料 47,915 66,366

 8 研究開発費 25,541 19,544

 9 役員賞与引当金繰入額 9,500 38,000

 10 のれん償却額 7,603 －

 11 その他 95,226 404,853 12.1 160,836 617,943 9.4

   営業利益 252,890 7.6 669,986 10.1

Ⅳ 営業外収益

 1 受取利息 499 371

 2 為替差益 2,658 2,018

 3 契約解約金収入 17,551 －

 4 投資事業組合利益 2,365 －

 5 その他 4,345 27,419 0.8 1,476 3,866 0.1

Ⅴ 営業外費用

  1  支払利息 1,168 －

 2 株式交付費 98 －

 3 投資事業組合損失 － 634

 4 その他 － 1,267 0.0 1 636 0.0

   経常利益 279,043 8.4 673,216 10.2

Ⅵ 特別利益

 1 営業譲渡益 － － － 13,425 13,425 0.2

Ⅶ 特別損失

 1 固定資産除却損 ※1 680 10,692

 2 投資有価証券評価損 7,018 7,699 0.3 － 10,692 0.2

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

271,344 8.1 675,948 10.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

89,982 336,792

   法人税等調整額 34,271 124,254 3.7 △44,286 292,505 4.4

   少数株主利益 1,309 0.0 －

   中間(当期)純利益 145,780 4.4 383,442 5.8



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年６月30日残高(千円) 832,742 546,644 1,364,093 2,743,480

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 17,757 17,757 35,515

 剰余金の配当 △78,128 △78,128

 中間純利益 145,780 145,780

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 17,757 17,757 67,651 103,166

平成18年12月31日残高(千円) 850,500 564,402 1,431,745 2,846,647

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日残高(千円) △15 △910 △925 － 2,742,555

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 35,515

 剰余金の配当 △78,128

 中間純利益 145,780

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 832 962 1,795 13,807 15,602

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 832 962 1,795 13,807 118,769

平成18年12月31日残高(千円) 817 52 869 13,807 2,861,324



前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成17年６月30日残高(千円) 832,742 546,644 1,038,715 2,418,102

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △39,064 △39,064

 役員賞与の支給 △19,000 △19,000

 当期純利益 383,442 383,442

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)
連結会計年度中の変動額合計 
(千円) － － 325,378 325,378

平成18年６月30日残高(千円) 832,742 546,644 1,364,093 2,743,480

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金 為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成17年６月30日残高(千円) － － － 2,418,102

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △39,064

 役員賞与の支給 △19,000

 当期純利益 383,442

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額) △15 △910 △925 △925

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) △15 △910 △925 324,453

平成18年６月30日残高(千円) △15 △910 △925 2,742,555



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

  税金等調整前中間（当期）純利益 271,344 675,948

  減価償却費 21,996 52,166

  株式交付費 98 －

  投資有価証券評価損 7,018 －

  貸倒引当金の増減額（△減少額） △129 △1,378

  賞与引当金の増減額（△減少額） 5,144 －

  役員賞与引当金の増減額（△減少額） △28,500 38,000

  退職給付引当金の増減額（△減少額） △34,541 △6,847

  受取利息 △499 △371

  支払利息 1,168 －

  為替差益 △502 △1,111

  投資事業組合利益 △2,365 －

  投資事業組合損失 － 634

  固定資産除却損 680 8,252

  営業譲渡益 － △13,425

  のれん償却額 7,603 －

  売上債権の増減額（△増加額） 786,744 △915,712

  たな卸資産の増減額（△増加額） 168,328 △211,343

  仕入債務の増減額（△減少額） △818,510 994,342

  役員賞与の支払額 － △19,000

  その他 △118,126 134,313

    小計 266,951 734,468

  利息の受取額 499 371

  利息の支払額 △1,168 －

  法人税等の支払額 △276,576 △119,516

   営業活動によるキャッシュ・フロー △10,293 615,323

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

  有形固定資産の取得による支出 △26,132 △22,490

  無形固定資産の取得による支出 △2,720 △5,900

  敷金保証金の解約による収入 11,900 21,242

  敷金保証金の差入れによる支出 △10,681 △17,498

  新規連結子会社取得による支出 ※3 △190,869 －

  営業譲渡による収入 ※2 － 19,150

  投資事業組合分配金による収入 － 4,152

  投資有価証券の取得による支出 △29,702 △46,630

   投資活動によるキャッシュ・フロー △248,205 △47,973

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

  短期借入金の純増減額 △130,000 －

  長期借入金の返済による支出 △3,060 －

  株式発行による収入 35,416 －

  株式発行による支出 － △4,821

  株式公開費用の支出 － △4,987

  配当金の支払額 △77,585 △38,579

   財務活動によるキャッシュ・フロー △175,228 △48,388

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1,375 128

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △432,352 519,090

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,125,916 1,606,826

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※1
1,693,564 2,125,916



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１ 連結の範囲に関する事項   連結子会社の数 2社
  連結子会社の名称 
  Ubiteq HK Ltd. 
  ㈱日本エンジニアリングシステム 
  ㈱日本エンジニアリングシステムにつ 
 いては、新たに株式を取得したことに
 伴い、当中間連結会計期間より連結子 
 会社としております。

 連結子会社の数 1社 
  連結子会社の名称 
 Ubiteq HK Ltd. 
 上記の会社を当連結会計年度より連結 
 子会社としております。

２ 連結子会社の中間決算日 
  （決算日）に関する事項

  連結子会社であるUbiteq HK Ltd.
 の中間決算日は11月30日であります。 
 中間連結財務諸表の作成にあたっては 
 、同日現在の中間財務諸表を使用し、 
 中間連結決算日までの間に生じた重要 
 な取引については、連結上必要な調整 
 を行っております。

連結子会社であるUbiteq HK Ltd. 
 の決算日は5月31日であります。連結財 
 務諸表の作成にあたっては、同日現在 
 の財務諸表を使用し、連結決算日まで 
 の間に生じた重要な取引については、 
 連結上必要な調整を行っております。

３ 会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及 
   び評価方法

 
① 有価証券 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
  中間連結会計期間末日の市場価格等 
  に基づく時価法（評価差額は全部純 
  資産直入法により処理し、売却原価 
  は移動平均法により算定）を採用し 
  ております。

① 有価証券 
  その他有価証券 
       ―  

    
   時価のないもの 
  移動平均による原価法 
   なお、投資事業有限責任組合及び 
  それに類する組合への出資について 
  は、組合契約に規定される決算報告 
  日において入手可能な最近の決算書 
  を基礎とし、持分相当額を純額で取 
  り込む方法によっております。

 
  時価のないもの 
    同左

② たな卸資産 
 (a) 製品・原材料 
   総平均法による原価法 
 (b) 仕掛品 
   個別法による原価法 
 (c) 貯蔵品 
   最終仕入原価法

② たな卸資産
 (a) 商品・製品・原材料 
    同左 
 (b) 仕掛品 
    同左 
 (c) 貯蔵品 
    同左

（２）重要な減価償却資産の減 
     価償却の方法

①有形固定資産 
  定率法 
  なお、耐用年数及び残存価額に 
  ついては、法人税法に規定する 
  方法と同一の基準によっており 
  ます。

①有形固定資産
    同左

②無形固定資産 
  定額法 
  なお、自社利用のソフトウェア 
  については、社内における利用  
  可能期間（５年）に基づく定額 
  法を採用しております。

②無形固定資産
    同左 
 
 
 
 

（３）重要な繰延資産の処理方 
   法

①株式交付費 
  支出時に全額費用として処理してお 
  ります。

       ―



次へ 

 

項目
当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日 
  至 平成18年12月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日)

（４）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 
   債権の貸倒による損失に備えるた 
  め、一般債権については貸倒実績率に 
  より、貸倒懸念債権等特定の債権につ 
  いては個別に回収可能性を検討し、回 
  収不能見込額を計上しております。

① 貸倒引当金
   債権の貸倒による損失に備えるた 
  め、一般債権については貸倒実績率に 
  より、貸倒懸念債権等特定の債権につ 
  いては個別に回収可能性を検討し、回 
  収不能見込額を計上しております。な 
  お、当連結会計年度においては該当が 
  ないため、計上しておりません。

② 賞与引当金 
   従業員に対して支給する賞与の支出 
  に充てるため、支給見込み額に基づき 
  計上しております。

        ―

③ 役員賞与引当金 
  役員に対して支給する賞与の支出に 
  充てるため、支給見込額を計上してお 
  ります。

② 役員賞与引当金
     同左

④ 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、従 
  業員との同意に基づき算定した当中間 
  連結会計期間における退職給付債務に 
  基づき計上しております。 
  なお、当社は従来採用していた退職 
 一時金制度及び適格退職年金制度を平 
 成17年3月31日に廃止し、その時点に 
 おける要支給額を将来の退職事由に応 
 じて支払うことを従業員と同意しまし 
 た。 
   このため廃止日時点の要支給額を基 
  に退職給付債務を算定しております。

③ 退職給付引当金
   従業員の退職給付に備えるため、 
 従業員との同意に基づき算定した 
 当連結会計年度における退職給付 
 債務に基づき計上しております。 
   当社は従来採用していた退職一時 
 金制度及び適格退職年金制度を平成 
 17年3月31日に廃止し、その時点に 
 おける要支給額を将来の退職事由 
 に応じて支払うことを従業員と同 
 意しました。 
  このため廃止日時点の要支給額を 
 基に退職給付債務を算定しておりま 
 す。

（５）重要なリース取引の処理 
   方法    

   リース物件の所有権が借主に移転す
 ると認められるもの以外のファイナン 
 ス・リース取引については、通常の賃 
 貸借取引に係る方法に準じた会計処理  
 によっております。

        同左
 
 

（６）その他中間連結財務諸表 
     （連結財務諸表）作成のた 
      めの重要な事項 
 

消費税及び地方消費税の処理方法
 税抜方式によっております。

消費税及び地方消費税の処理方法 
         同左

４ 中間連結キャッシュ・フロ 
    ー計算書（連結キャッシ 
  ュ・フロー計算書）におけ 
  る資金の範囲

   手許現金、随時引き出し可能な預金
 及び容易に換金可能であり、かつ、価 
 値の変動について僅少なリスクしか負 
 わない取得日から３ヶ月以内に償還期 
 限の到来する短期投資からなっており 
 ます。

        同左



次へ 

会計処理の変更 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

（繰延資産の会計処理に関する当面の扱い） 

 当中間連結会計期間から、「繰延資産の会計処理に関

する当面の扱い」（企業会計基準委員会平成18年８月11

日実施対応報告第１号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

 

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会平成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成17年12月

27日 企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針

第10号）を適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 

 

           ―



前へ   次へ 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間末 
(平成18年12月31日)

前連結会計年度末
(平成18年６月30日)

※1 中間連結会計期間末日満期手形 

   中間連結会計期間末日満期手形の会計処理は 

  手形交換日をもって決済処理しております。 

  なお、当中間連結会計期間末日は金融機関の 

  休日であったため、次の中間連結会計期間末 

  日満期手形が中間連結会計期間末残高に含ま 

  れております。 

 

   受取手形   454千円 

   支払手形 50,329千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1         ―



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

※１ 固定資産除却損の内訳 

    工具器具及び備品        680千円 

       

 

 

※１ 固定資産除却損の内訳 

     建物及び構築物        6,467千円 

      工具器具及び備品         723千円 

      ソフトウェア         1,061千円 

      原状回復費           2,440千円 

       合計             10,692千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



前へ   次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 ストックオプション行使による増加    566株 

 
  
  
２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 

  

 

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
（注）当連結会計年度増加株式数は、平成17年10月12日開催の取締役会決議により、平成17年12月20  

      日をもって普通株式1株を2株に分割したことによるものです。 

  

  

 ２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 34,723.8 566 － 35,289.8

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年9月21日 
定時株主総会

普通株式 78,128 2,250 平成18年6月30日 平成18年9月22日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 17,361.9 17,361.9 － 34,723.8

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成17年9月16日 
定時株主総会

普通株式 39,064 2,250 平成17年6月30日 平成17年9月20日

決議
株式の種
類

配当金の総
額 

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平18年9月21日 
定時株主総会

普通株式 78,128 利益剰余金 2,250 平成18年6月30日 平成18年9月22日



前へ   次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結 

  貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

 

          （平成18年12月31日現在） 

    現金及び預金勘定     1,693,564千円 

    現金及び現金同等物    1,693,564千円    

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照 

  表に掲載されている科目の金額との関係 

 

         （平成18年６月30日現在） 

  現金及び預金勘定     2,125,916千円 

    現金及び現金同等物    2,125,916千円  

                         

※２          －              ※２ 営業譲渡により減少した資産の主な内訳 

 移動体通信機器販売代理店事業の営業譲渡によ  

 り減少した資産は次のとおりであります。 

 

 流動資産          3,836千円 

 固定資産          1,888千円 

 資産合計          5,724千円 

※３ 株式の取得により新たに連結子会社となった会 

   社の資産及び負債の主な内訳 

  株式の取得により新たに㈱日本エンジニアリング 

  システムを連結したことに伴う連結開始時の資産 

  及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のた 

  めの支出との関係は次のとおりであります。 

   流動資産                  497,946千円 

   固定資産                  56,943千円 

   のれん                      76,033千円 

   流動負債                △251,224千円 

   固定負債                 △53,701千円 

   少数株主持分           △12,498千円 

   子会社株式の取得価額     313,500千円 

   子会社の現金及び現金同等物 △122,630千円 

   差引子会社の取得のための支出 190,869千円 

 

※３           －



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引（借主側）

          ―

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び中間期末残高相当額

取得価額
相 当 額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

中間期末残
高相当額
（千円）

工具器具
及び備品

16,129 895 15,233

合計 16,129 895 15,233

(2)未経過リース料中間期末残高相当額

 

１年内 2,847 千円

１年超 12,420 千円

合計 15,267 千円

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当
額

 

支払リース料 1,183 千円

減価償却費相当額 1,110 千円

支払利息相当額 110 千円

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
 額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額
 を利息相当額とし、各期への配分方法については、 
 利息法によっております。



前へ   次へ 

(有価証券関係) 

  当中間連結会計期間（平成18年12月31日） 

  １．時価のある有価証券の内容   

 
 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
（注）当中間連結会計期間において時価評価されていない非上場株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損

7,018千円を計上しております。 

     

前連結会計年度末（平成18年6月30日） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

区分 取得原価（千円） 中間連結貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

 その他有価証券

  株式 6,047 6,049 △ 1

計 6,047 6,049 △ 1

区分
中間連結貸借対照表計上額

（千円）

 その他有価証券

  (1)非上場株式 4,981

  (2)その他 62,986

合計 67,967

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）

 その他有価証券

  非上場株式 12,000

  その他 29,817

合計 41,817



(デリバティブ取引関係) 

  当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

   当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

  前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

   当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 



前へ 

 

(ストック・オプション等関係) 

  当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

   該当事項はありません。 

 

  前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

   １．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

    (1)ストック・オプションの内容 

平成18年6月期 平成18年6月期

付与対象者の区分 
別人数

取締役5名 
監査役1名 
使用人18名

使用人8名

ストック・オプションの
数（注）1

普通株式 
898株

普通株式
151株

付与日 
（取締役会決議日）

平成17年11月30日 平成18年4月28日

権利確定条件 （注）2 （注）2

対象勤務期間
 平成17年11月30日
～平成19年9月30日

平成18年4月28日
～平成19年9月30日

権利行使期間
 平成19年10月1日 
～平成27年9月15日

平成19年10月1日
～平成27年9月15日

権利行使価格（円） 706,000 760,000

付与日における公正な評
価単価（円）

－ －

（注）１ 株式数に換算して記載しております。なお平成17年2月19日付で普通株式50株を1株
     に併合し、平成17年12月20日付で普通株式1株を2株に分割しております。

   ２ 付与日以降、権利確定日（各権利行使期間の初日）まで継続して、当社及び連結子
     会社または関係会社の取締役、監査役、または使用人としての地位を有していなけ 
     ればならないものとしております



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

 
（注）１.事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

 ２.各区分の主な製品サービス 

(1)電子機器事業 

 ・デジタル情報家電向け映像エンジンシステムの開発・生産業務 

 ・ＡＴＭ（オートテラーマシーン）や複写機に内臓されている主要モジュールシステムの開発・生産業 

  務                                              

(2)モバイル・ユビキタス事業 

 ・携帯電話端末評価業務 

 ・次世代無線ブロードバンド「ＷｉＭＡＸ」のネットワーク支援 

 ・次世代ネットワーキングテクノロジー「ＩＰｖ６」に関する技術開発業務 

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、193,574千円であり、 

    その主なものは、親会社での管理部門に係る費用等であります。 

  

 

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

 
（注）１.事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

 ２.各区分の主な製品サービス 

(1)電子機器事業 

 ・デジタル情報家電向け映像エンジンシステムの開発・生産業務 

 ・ＡＴＭ（オートテラーマシーン）や複写機に内臓されている主要モジュールシステムの開発・生産業 

  務                                              

(2)モバイル・ユビキタス事業 

 ・携帯電話端末評価業務 

 ・次世代無線ブロードバンド「ＷｉＭＡＸ」のネットワーク支援 

 ・次世代ネットワーキングテクノロジー「ＩＰｖ６」に関する技術開発業務 

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、393,756千円であり、そ 

   の主なものは、親会社での管理部門に係る費用等であります。 

  

  

電子機器 
事業 
（千円）

モバイル・ユ
ビキタス事業 
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結 
（千円）

  売上高

(1)外部顧客に対する 
売上高

2,077,119 1,254,339 3,331,459 ― 3,331,459

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 2,160 2,160 (2,160) ―

計 2,077,119 1,256,499 3,333,619 (2,160) 3,331,459

  営業費用 1,913,802 973,351 2,887,154 191,414 3,078,568

  営業利益 163,317 283,147 446,465 (193,574) 252,890

電子機器 
事業 
（千円）

モバイル・ユ
ビキタス事業 
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結 
（千円）

  売上高

(1)外部顧客に対する 
売上高

3,551,715 3,058,240 6,609,955 ― 6,609,955

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,551,715 3,058,240 6,609,955 ― 6,609,955

  営業費用 3,441,718 2,104,493 5,546,212 393,756 5,939,969

  営業利益 109,996 953,746 1,063,743 (393,756) 669,986



【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

  
  

 
  (注) 1.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
       2.本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 
     アジア・・・中国 
    3.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は193,574千円であり、その主なものは、親 
         会社での管理部門に係る費用等であります。 
  

  

  

 

  

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  
 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれも
90％を超えているため、記載を省略しております。 
  

 
  

  

  

  

  

  

  

日本 
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社（千円）

連結 
（千円）

    売上高

   (1)外部顧客に対する 
   売上高

3,326,303 5,156 3,331,459 － 3,331,459

   (2)セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

－ 807,702 807,702 (807,702) －

計 3,326,303 812,858 4,139,162 (807,702) 3,331,459

   営業費用 2,986,341 698,257 3,684,598 (606,029) 3,078,568

   営業利益 339,962 114,601 454,563 (201,673) 252,890



【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

 
（注）   1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 アジア・・・中国 

3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

  

  

  

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

 
 （注） 1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 アジア・・・中国 

3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

  
  
  

  

  

  

  

  

  

  

アジア 計

Ⅰ 海外売上高(千円） 684,963 684,963

Ⅱ 連結売上高（千円） ― 3,331,459

Ⅲ 連結売上高に占める海 
  外売上高の割合（％）

20.5 20.5

アジア 計

Ⅰ 海外売上高(千円） 838,803 838,803

Ⅱ 連結売上高（千円） ― 6,609,955

Ⅲ 連結売上高に占める海 
  外売上高の割合（％）

12.9 12.9



(１株当たり情報) 

  

 
（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
２. １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１株当たり純資産額 80,689円53銭 １株当たり純資産額 78,982円00銭

１株当たり中間純利益 4,160円62銭 １株当たり当期純利益 11,042円65銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 3,961円07銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 10,326円77銭

項   目 当中間連結会計期間末
（平成18年12月31日）

前連結会計年度末 
（平成18年６月30日）

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 2,861,324                2,742,555

普通株式に係る純資産額(千円) 2,847,517                2,742,555

差額の主な内訳（千円） 
 少数株主持分 13,807

                 
  －

普通株式の発行済株式数（株） 35,289.8                   34,723.8

普通株式の自己株式数（株）                   －                   －

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数（株）

35,289.8                   34,723.8

項    目
当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

1株当たり中間（当期）純利益

中間連結損益計算書上の中間(当期)純利益（千円） 145,780 383,442

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 145,780 383,442

普通株式の期中平均株式数（株） 35,038 34,723

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益

中間(当期）純利益調整額（千円） － －

普通株式の増加数（株） 1,765 2,407

（うち新株予約権） (1,765) (2,407)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

新株予約権2種類(新株予約
権の数588個新株予約権の目
的となる株式の数1,025株）

－



(重要な後発事象) 

 
(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社日本エンジニアリングシステムの株式取得に

よる子会社化 

 

１．株式の取得の理由 

  株式会社日本エンジニアリングシステムは創業以 

 来25年間組み込み型ソフトウェアの受託開発および 

 システム開発等の人材派遣を行っており、多くの優 

 秀な技術者を有しております。また幅広い分野にお 

 ける開発ノウハウと経験を保有しており、その中で 

 も特に、医療機器分野と通信用機器分野に強みを持 

 っております。 

  当社が目指すユビキタス社会の実現に向け、同社 

 の株式を取得しグループ化することは今後の事業展 

 開におきまして多方面のシナジー効果が期待でき、 

 かつ競争力を高めることになると考えております。 

 当社グループは今後もユビキタス社会の実現に向け 

 た営業体制および技術体制の強化を図ってまいりま 

 す。 

 

２．子会社となる会社の概要 

（１）商号 株式会社日本エンジニアリングシステム 

（２）代表者 代表取締役社長 豊嶋 登和子 

（３）所在地 東京都新宿区西新宿一丁目２５番１号 

（４）設立年月日 昭和56年8月13日 

（５）主な事業の内容 組み込み型ソフトウェアの 

   受託開発およびシステム開発等の人材派遣 

（６）決算期 6月30日 

（７）従業員数 94人（平成18年6月30日現在） 

（８）資本金 50百万円 

（９）発行済株式総数 100,000株 

 

３．株式取得の概要 

（１）株式取得の時期 平成18年8月1日 

（２）取得する株式の数 95,000株 

（３）取得価額 313百万円 

（４）取得後の持分比率 95.0％



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年12月31日)

当中間会計期間末
(平成18年12月31日)

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,692,472 1,362,579 2,099,012

 ２ 受取手形 ※1 30,527 18,673 69,340

 ３ 売掛金 1,607,614 1,083,836 1,835,471

 ４ たな卸資産 421,056 332,096 505,696

 ５ 未収入金 － 417,143 96,169

 ６ その他 125,923 87,574 105,809

 ７ 貸倒引当金 △1,378 － －

   流動資産合計 3,876,217 91.4 3,301,903 83.1 4,711,500 93.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※2 27,986 24,062 25,974

  (2) 工具器具及び 
    備品

※2 95,582 81,380 81,410

   有形固定資産合計 123,569 105,442 107,385

 ２ 無形固定資産 12,612 14,133 15,155

 ３ 投資その他の資産

  (1) 関係会社株式 － 350,875 37,375

  (2) 敷金保証金 140,220 108,262 118,977

  (3) その他 87,399 90,859 77,921

   投資その他の資産 
   合計

227,619 549,996 234,274

   固定資産合計 363,801 8.6 669,572 16.9 356,815 7.0

   資産合計 4,240,018 100.0 3,971,476 100.0 5,068,315 100.0



 
  

前中間会計期間末 
(平成17年12月31日)

当中間会計期間末
(平成18年12月31日)

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※1 248,304 172,079 237,010

 ２ 買掛金 848,940 721,819 1,494,286

 ３ 未払金 220,024 69,144 133,144

 ４ 未払法人税等 180,676 55,685 264,195

 ５ 役員賞与引当金 9,500 9,500 38,000

 ６ その他 ※3 64,767 71,650 89,006

   流動負債合計 1,572,214 37.1 1,099,879 27.7 2,255,643 44.5

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 94,489 57,972 88,121

   固定負債合計 94,489 2.2 57,972 1.5 88,121 1.7

   負債合計 1,666,703 39.3 1,157,851 29.2 2,343,764 46.2

   

(資本の部)

Ⅰ 資本金 832,742 19.6 ― ― ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 546,644 ― ―

   資本剰余金合計 546,644 12.9 ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 中間未処分利益 1,193,928 ― ―

   利益剰余金合計 1,193,928 28.2 ― ― ― ―

   資本合計 2,573,315 60.7 ― ― ― ―

   負債資本合計 4,240,018 100.0 ― ― ― ―



 
  

前中間会計期間末 
(平成17年12月31日)

当中間会計期間末
(平成18年12月31日)

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 850,500 21.4 832,742 16.4

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 564,402 546,644

   資本剰余金合計 ― ― 564,402 14.2 546,644 10.8

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 1,397,906
 

1,345,178

   利益剰余金合計 ― ― 1,397,906 35.2 1,345,178 26.6

   株主資本合計 ― ― 2,812,808 70.8 2,724,565 53.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 816 0.0 △15 0.0

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 816 0.0 △15 0.0

   純資産合計 ― ― 2,813,625 70.8 2,724,550 53.8

   負債純資産合計 ― ― 3,971,476 100.0 5,068,315 100.0



② 【中間損益計算書】 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度の要約損益計算書
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 3,013,957 100.0 2,870,524 100.0 6,609,955 100.0

Ⅱ 売上原価 2,377,467 78.9 2,455,601 85.5 5,359,445 81.1

   売上総利益 636,489 21.1 414,923 14.5 1,250,509 18.9

Ⅲ 販売費及び
  一般管理費

266,253 8.8 306,574 10.7 603,521 9.1

   営業利益 370,235 12.3 108,348 3.8 646,988 9.8

Ⅳ 営業外収益 ※1 4,140 0.1 110,607 3.8 3,849 0.0

Ⅴ 営業外費用 0 0.0 98 0.0 636 0.0

   経常利益 374,375 12.4 218,857 7.6 650,201 9.8

Ⅵ 特別利益 － － － － 13,425 0.2

Ⅶ 特別損失 ※2 6,530 0.2 7,371 0.2 10,692 0.1

   税引前中間
   (当期)純利益

367,844 12.2 211,486 7.4 652,934 9.9

   法人税、住民税
   及び事業税

176,460 50,257 332,868

   法人税等調整額 △21,893 154,567 5.1 30,372 80,630 2.8 △44,461 288,406 4.4

   中間(当期)純利益 213,277 7.1 130,856 4.6 364,527 5.5

   前期繰越利益 980,650 ― ―

   中間未処分利益 1,193,928 ― ―



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計資本 

準備金

資本
剰余金 
合計

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 832,742 546,644 546,644 1,345,178 1,345,178 2,724,565

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 17,757 17,757 17,757 35,515

 剰余金の配当 △78,128 △78,128 △78,128

 中間純利益 130,856 130,856 130,856

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

17,757 17,757 17,757 52,727 52,727 88,243

平成18年12月31日残高(千円) 850,500 564,402 564,402 1,397,906 1,397,906 2,812,808

評価・換算差額等 
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年６月30日残高(千円) △15 △15 2,724,550

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 35,515

 剰余金の配当 △78,128

 中間純利益 130,856

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

831 831 831

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

831 831 89,074

平成18年12月31日残高(千円) 816 816 2,813,625



  

 
  

 
  

  前事業年度（自 平成17年７月1日  至 平成18年６月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計資本 

準備金

資本 
剰余金 
合計

その他利益剰余
金

利益 
剰余金 
合計繰越利益剰余金

平成17年6月30日残高(千円) 832,742 546,644 546,644 1,038,715 1,038,715 2,418,102

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △39,064 △39,064 △39,064

 役員賞与の支給 △19,000 △19,000 △19,000

 当期純利益 364,527 364,527 364,527

 株主資本以外の項目の事業  
 年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計(千円) － － － 306,463 306,463 306,463

平成18年6月30日残高(千円) 832,742 546,644 546,644 1,345,178 1,345,178 2,724,565

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年６月30日残高(千円) － － 2,418,102

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △39,064

 役員賞与の支給 △19,000

 当期純利益 364,527

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△15 △15 △15

事業年度中の変動額合計 
(千円)

△15 △15 306,448

平成18年６月30日残高(千円) △15 △15 2,724,550



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年７月１日

至 平成17年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

  税引前中間純利益 367,844

  減価償却費 24,768

  役員賞与引当金の増減額(△減少額) 9,500

  退職給付引当金の増減額(△減少額) △480

  受取利息 △44

  為替差益 △1,829

  固定資産除却損 6,530

  売上債権の増減額（△増加額） △563,281

  たな卸資産の増減額（△増加額） △122,803

  仕入債務の増減額（△減少額） 367,789

  役員賞与の支払額 △19,000

  その他 183,759

    小計 252,753

  利息の受取額 44

  法人税等の支払額 △45,331

  営業活動によるキャッシュ・フロー 207,466

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

  有形固定資産の取得による支出 △9,287

  無形固定資産の取得による支出 △570

  敷金保証金の差入れによる支出 △16,207

  子会社新規設立による支出 △37,375

  投資有価証券の取得による支出 △12,000

  投資活動によるキャッシュ・フロー △75,439

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

  株式発行による支出 △4,821

  株式公開費用の支出 △4,987

  配当金の支払額 △38,401

  財務活動によるキャッシュ・フロー △48,210

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1,829

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 85,646

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,606,826

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高
※1 1,692,472



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１ 資産の評価基準

及び評価方法

(1)有価証券

①子会社株式

 移動平均法による原価法

(1)有価証券 

①子会社株式 

  同 左

(1)有価証券 

①子会社株式 

  同 左

②その他有価証券

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

 

②その他有価証券 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組 

 合及びそれに類する組合へ 

 の出資については、組合契 

 約に規定される決算報告日 

 において入手可能な最近の 

 決算書を基礎とし、持分相 

 当額を純額で取り込む方法 

 によっております。

②その他有価証券 

  同 左

 

(2)たな卸資産 

①商品・製品・原材料 

  総平均法による原価法 

②仕掛品 

  個別法による原価法 

③貯蔵品 

  最終仕入原価法 

 

 

(2)たな卸資産 

①製品・原材料 

  同 左 

②仕掛品 

  同 左 

③貯蔵品 

  同 左

 

(2)たな卸資産 

①商品・製品・原材料 

  同 左 

②仕掛品 

  同 左 

③貯蔵品 

  同 左

２ 固定資産の減価

償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっておりま

す。なお、耐用年数及

び残存価格について

は、法人税法に規定す

る方法と同一の基準に

よっております。

 

(1) 有形固定資産

同 左

(1) 有形固定資産

同 左

(2) 無形固定資産

定額法によっておりま

す。なお自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(5年)に基づ

く定額法を採用してお

ります。

 

(2) 無形固定資産

同 左

(2) 無形固定資産

同 左

３ 繰延資産の

処理方法
     －  (1) 株式交付費

支出時に全額費用として

処理しております。

     

     －

 



項目
前中間会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

４ 引当金の計上基 
  準

 (1)貸倒引当金
     債権の貸倒による損失に 
   備えるため、一般債権につ 
   いては貸倒実績率により、 
   貸倒懸念債権等特定の債権 
   については個別に回収可能 
   性を検討し、回収不能見込 
   額を計上しております。 
 

(1)貸倒引当金
    債権の貸倒による損失に 
  備えるため、一般債権につ 
  いては貸倒実績率により、 
  貸倒懸念債権等特定の債権 
  については個別に回収可能 
  性を検討し、回収不能見込 
  額を計上しております。 
  なお、当中間会計期間にお 
  いて計上額はありません。

(1)貸倒引当金 
     債権の貸倒による損失に 
   備えるため、一般債権につ 
   いては貸倒実績率により、 
   貸倒懸念債権等特定の債権 
   については個別に回収可能 
   性を検討し、回収不能見込 
   額を計上しております。 
   なお、当事業年度において 
  計上額はありません。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、従業員との同

意に基づき算定した当中

間会計期間末における退

職給付債務に基づき計上

しております。

当社は従来採用してい

た退職一時金制度及び適

格退職年金制度を平成17

年3月31日に廃止し、そ

の時点における要支給額

を将来の退職事由に応じ

て支払うことを従業員と

同意しました。

このため廃止日時点

の要支給額を基に退職

給付債務を算定してお

ります。

 

(2) 退職給付引当金 

 同 左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、従業員との同

意に基づき算定した当期

末における退職給付債務

に基づき計上しておりま

す。

当社は従来採用してい

た退職一時金制度及び適

格退職年金制度を平成17

年3月31日に廃止し、その

時点における要支給額を

将来の退職事由に応じて

支払うことを従業員と同

意しました。

このため廃止日時点の

要支給額を基に退職給付

債務を算定しておりま

す。

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、支給見込額の当

中間会計期間負担額を

計上しております。

（会計処理の変更）  

    役員賞与については、 

  従来、利益処分案により 

  株主総会の決議を経て未 

  処分利益の減少として処 

  理しておりましたが、当 

  中間会計期間より「役員 

  賞与に関する会計基準」 

  (企業会計基準委員会  

  企業会計基準第4号平成 

  17年11月29日)に基づ 

  き、発生時に費用処理し 

  ております。この結果、 

  従来に比して、販売費及 

  び一般管理費が9,500千 

  円増加し、営業利益、経 

  常利益及び税引前中間純 

  利益はそれぞれ9,500千 

  円減少しております。

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上し

ております。

(3) 役員賞与引当金 

  役員に対して支給する 

 賞与の支給に充てるた 

 め、支給見込額を計上し 

 ております。

  

  

 

（役員賞与に関する会計基 

  準） 

  当事業年度より「役員賞 

  与に関する会計基準」 

  （企業会計基準委員会  

  平成17年11月29日 企業 

  会計基準第４号）を適用 

  しております。営業利 

  益、経常利益及び税引前 

  当期純利益はそれぞれ 

  38,000千円減少しており 

  ます。 

 

 



項目
前中間会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

５ リース取引の

処理方法

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 

同 左 同 左

６ 中間キャッシ

ュ・フロー計

算書における

資金の範囲

 手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から3ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投

資からなっております。

 

      －      －

７ その他中間財

務諸表(財務

諸表)作成の

ための基本と

なる重要な事

項

消費税及び地方消費税の

処理方法

 税抜方式によっており

ます。

 

 

消費税及び地方消費税の処

理方法

 同 左

消費税及び地方消費税の処

理方法

同 左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 (固定資産の減損に係る会計基準)

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を

当中間会計期間から適用しており

ます。

 これによる損益に与える影響は

ありません。

 

 

 

（繰延資産の会計処理に関する当

面の扱い） 

当中間会計期間から、「繰延資産

の会計処理に関する当面の扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年

８月11日実施対応報告第19号）を

適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当事業年度より「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響

はありません。

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しており

ます。従来の資本の部の合計に相

当する金額は2,724,550千円であ

ります。なお、財務諸表等規則の

改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 

 



  

表示方法の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

（中間貸借対照表）

前中間会計期間において流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「未払金」（前中間会計

期間69,323千円）については資産総額の100分の５

超となったため、当中間会計期間より区分掲記して

おります。

 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「未収入金」（前中間会計期

間57,093千円）については資産総額の100分の５超とな

ったため、当中間会計期間より区分掲記しておりま

す。 

 

 前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「関係会社株式」

（前中間会計期間37,375千円）については、資産総額

の100分の５超となったため、当中間会計期間より区分

掲記しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成17年12月31日)

当中間会計期間末
(平成18年12月31日)

前事業年度末 
(平成18年６月30日)

※１ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処

理は手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当中間

期末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間期末日満期手

形が中間期末日残高に含まれて

おります。

 

受取手形 1,639千円

支払手形 50,598千円

※１ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処

理は手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当中間

期末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間期末日満期手

形が中間期末日残高に含まれて

おります。

 

受取手形 454千円

支払手形 50,329千円

※１      － 

 

※２ 有形固定資産の減価償却累計 

      額 

             327,670千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計 

      額 

             356,712千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計 

      額 

            342,296千円

※３ 消費税等の取扱い  

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

 

※３ 消費税等の取扱い  

同左

※３     － 

 

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

為替差益 3,475千円

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取配当金 89,500千円
 

※１      －

 

 

※２ 特別損失の主要項目 

  建物除却損      6,467千円 

  工具器具及び備品除却損 

               63千円

※２ 特別損失の主要項目 

 投資有価証券評価損    7,018千円 

 工具器具及び備品除却損 

               352千円

※２ 特別損失の主要項目

 固定資産除却損    10,692千円

 

３ 減価償却実施額

有形固定資産 23,292千円

無形固定資産 1,475千円

 
 

３ 減価償却実施額

有形固定資産 17,377千円

無形固定資産 1,812千円
 

３ 減価償却実施額

有形固定資産 48,399千円

無形固定資産 2,907千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

 該当事項はありません。 
  
前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

(リース取引関係) 

前中間会計期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日) 

 当社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、内容の重要性が乏しく、リース契約１件当たりの金額が少額であるため、記載を省略しておりま

す。 

  

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

 当社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、内容の重要性が乏しく、リース契約１件当たりの金額が少額であるため、記載を省略しておりま

す。 

  

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

 当社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、内容の重要性が乏しく、リース契約１件当たりの金額が少額であるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年12月31日) 

１ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成17年12月31日現在)
現金及び預金 1,692,472千円

現金及び現金同等物
1,692,472千円

 当中間連結会計期間より中間連結

財務諸表を作成しているため、記載

しておりません。

 当事業年度より連結財務諸表を作

成しているため、記載しておりませ

ん。

内 容
中間貸借対照表計上額 

（千円）

その他有価証券
非上場株式

12,000

合 計 12,000



当中間会計期間末(平成18年12月31日) 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成18年６月30日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年12月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  



(１株当たり情報) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

1株当たり純資産額 74,108円11銭 1株当たり純資産額 79,729円13銭 1株当たり当期純利益 78,463円49銭

1株当たり中間純利益 6,142円11銭 1株当たり中間純利益 3,734円70銭 1株当たり当期純利益 10,497円92銭

潜在株式調整後1株当たり中間純

利益

5,938円42銭

 

潜在株式調整後1株当たり中間純

利益

3,555円52銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利

益

9,817円35銭

当社は平成17年1月17日開催の

臨時株主総会において、平成17

年2月19日付をもって普通株式50

株を1株に併合することを決議い

たしました。また、当社は平成

17年10月12日開催の取締役会に

おいて平成17年12月20日付をも

って普通株式1株を2株に分割す

ることを決議いたしました。

前期首に当該株式併合および

当該株式分割が行われたと仮定

した場合における（1株あたり情

報）の各数値は以下のとおりで

あります。

当社は平成17年10月12日開催の取

締役会において、平成17年12月20日

付をもって普通株式１株を２株に分

割することを決議しました。前期首

に当該株式分割が行われたと仮定し

た場合における（１株当たりの情

報）の各数値は以下のとおりであり

ます。

前中間会計期間

（自 平成16年７月１日

  至 平成16年12月31日）

    前事業年度 

 （自 平成16年７月１日 

  至 平成17年６月30日）

１株当たり純資産額 55,092円09銭

１株当たり中間純利益        

3,594円65銭

１株当たり純資産額 69,091円00銭 

１株当たり当期純利益7,468円54銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益          7,072円22銭

潜在株式調整後1株当たり中間純

利益

潜在株式調整後1株当たり中間

純利益については、新株予約権

の残高がありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均株価

が把握できないため記載してお

りません。

前事業年度

（自 平成16年７月１日

  至 平成17年６月30日）

１株当たり純資産額 69,091円00銭

１株当たり純利益  7,468円54銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 

7,072円22銭



  

   

（注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
  

項目
前中間会計期間末 

（平成17年12月31日）

当中間会計期間末 

（平成18年12月31日）

前事業年度末 

（平成18年６月30日）

中間貸借対照表の純資産（資
本）の部の合計額（千円）

              2,573,315 2,813,625              2,724,550

普通株式に係る純資産額(千円)               2,573,315 2,813,625              2,724,550

普通株式の発行済株式数（株）                34,723.8 35,289.8               34,723.8

普通株式の自己株式数（株）                   －                   －                   －

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数（株）

               34,723.8 35,289.8               34,723.8

項目
前中間会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 １株当たり中間(当期)純利益

 中間損益計算書上の中間(当期) 
 純利益(千円)

213,277 130,856 364,527

 普通株主に帰属しない金額（千 
 円）

－ － －

 普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円)

213,277 130,856 364,527

 普通株式の期中平均株式数(株) 34,723 35,038 34,723

 潜在株式調整後1株当たり中間 
 (当期)純利益

 当期純利益調整額（千円） － － －

 普通株式の増加数（株） 1,191 1,765 2,407

 （うち新株予約権） (1,191) (1,765) (2,407)

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後1株当たり中間(当期)純
利益の算定に含まれなかった潜在
株式の概要

－

新株予約権２種類（新株
予約権の数588個新株予約
権の目的となる株式の数 
1,025株）

－



(重要な後発事象) 

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

－        － 

 

 

 

 

株式会社日本エンジニアリングシス

テムの株式取得による子会社化 

 

１．株式の取得の理由 

 株式会社日本エンジニアリングシ

ステムは創業以来25年間組み込み型

ソフトウェアの受託開発およびシス

テム開発等の人材派遣を行ってお

り、多くの優秀な技術者を有してお

ります。また幅広い分野における開

発ノウハウと経験を保有しており、

その中でも特に、医療機器分野と通

信用機器分野に強みを持っておりま

す。 

 当社が目指すユビキタス社会の実

現に向け、同社の株式を取得しグル

ープ化することは今後の事業展開に

おきまして多方面のシナジー効果が

期待でき、かつ競争力を高めること

になると考えております。当社グル

ープは今後もユビキタス社会の実現

に向けた営業体制および技術体制の

強化を図ってまいります。 

 

２．子会社となる会社の概要 

（１）商号 株式会社日本エンジ 

   ニアリングシステム 

（２）代表者 代表取締役社長  

   豊嶋 登和子 

（３）所在地 東京都新宿区西新 

   宿一丁目２５番１号 

（４）設立年月日 昭和56年8月13 

   日 

（５）主な事業の内容 組み込み 

   型ソフトウェアの受託開発 

   およびシステム開発等の人 

   材派遣 

（６）決算期 6月30日 

（７）従業員数 94人（平成18年6 

   月30日現在） 

（８）資本金 50百万円 

（９）発行済株式総数 100,000株 

 

３．株式取得の概要 

（１）株式取得の時期 平成18年8 

   月1日 

（２）取得する株式の数 95,000 

   株 

（３）取得価額 313百万円 

（４）取得後の持分比率 95.0％ 

 

 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 

 

有価証券報告書 

及びその添付書類

事業年度 
(第30期)

自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日

平成18年９月22日 

関東財務局長に提出

(2) 
 

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 自 平成19年１月26日
至 平成19年１月31日

平成19年２月７日
関東財務局長に提出

報告期間 自 平成19年２月１日 

至 平成19年２月28日

平成19年３月５日 

関東財務局長に提出

(3) 
 

自己株券買付状況報告書の訂正報告書 平成19年３月５日に関東財務局長に提出
平成19年２月７日に提出した自己株券買付状況報告書の訂
正報告書であります。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

独立監査人の中間監査報告書 
 

  
平成19年３月14日

株式会社ＩＲＩユビテック 

取締役会 御中 

  

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社ＩＲＩユビテックの平成18年７月1日から平成19年６月30日までの連結会計年度の

中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＩＲＩユビテック及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以  上

  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 小田 哲生

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 佐藤 由紀雄

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期

報告書提出会社)が別途保管しております。



  

独立監査人の中間監査報告書 
 

  
平成18年３月10日

株式会社ＩＲＩユビテック 

取締役会 御中 

  

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社ＩＲＩユビテックの平成17年７月1日から平成18年６月30日までの第30期事業年度

の中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社ＩＲＩユビテックの平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 小田 哲生

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 佐藤 由紀雄

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期

報告書提出会社)が別途保管しております。



  

独立監査人の中間監査報告書 
 

  
平成19年３月14日

株式会社ＩＲＩユビテック 

取締役会 御中 

  

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社ＩＲＩユビテックの平成18年７月1日から平成19年６月30日までの第31期事業年度

の中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社ＩＲＩユビテックの平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 小田 哲生

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 佐藤 由紀雄

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期

報告書提出会社)が別途保管しております。
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